
平成２２年度普通会計決算概要

１ 決算規模

歳入総額は、景気の低迷等による個人市民税の減少や地域活性化臨時交付金が

減少したものの、地方交付税や府の子育て支援特別対策事業補助金が増加したこ

と等から前年度比０．７％増の２２，０９８，７９４千円となりました。

歳出総額は、扶助費や公債費、その他のうち積立金が増加したものの、投資的

経費やその他のうち維持補修費、補助費が減少したことなどから、前年度比０．

４％減の２１，４１７，１０２千円となりました。

２ 決算収支

形式収支（歳入歳出差引）は６８１，６９２千円の黒字となり、ここから翌年

度へ繰り越すべき財源３０１，６１４千円を差し引いた実質収支は、３８０，０

７８千円の黒字となりました。

平成２２年度実質収支から平成２１年度実質収支２０２，８１０千円を差し引

いた単年度収支は、１７７，２６８千円の黒字となりました。

単年度収支に、財政調整基金の積み立て・取り崩しと繰上償還金を加味した実

質単年度収支は、２７９，７７８千円の黒字となりました。

（単位：千円）

区分 平成 22年度 平成 21年度 増減額 増減率（％）

歳入総額 A 22,098,794 21,936,760 162,034 0.7

歳出総額 B 21,417,102 21,501,956 △84,854 △0.4

歳入歳出差引 C=A-B 681,692 434,804 246,888 56.8

翌年度に繰り

越すべき財源
D 301,614 231,994 177,268 30.0

実質収支 E=C-D 380,078 202,810 △595 87.4

単年度収支 F 177,268 △595 177,863 29,892.9

積立金 G 102,510 108,394 △5,884 △5.4

繰上償還金 H 0 0 0 0

積立金取崩し額 I 0 112,000 △112,000 △100

実質単年度収支 J=F+G+H-I 279,778 △4,201 △204,536 6,759.8



○ 歳入歳出総額・実質収支の推移
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区分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

歳 入 総 額 19,692 19,885 19,703 21,937 22,099

歳 出 総 額 19,357 19,683 19,405 21,502 21,417

実 質 収 支 173 99 203 203 380

３ 財政構造の弾力性

（１）経常収支比率

経常的に収入される一般財源は、市税、地方譲与税、株式等譲渡所得税交付

金、自動車取得税交付金などが減少したものの、地方交付税、地方消費税交付

金などが増加したことから、前年度比４．３％増の１２，３８３，４８０千円

となりました。

また、償還に要する費用が後年度の地方交付税で措置される臨時財政対策債

を含めた実質的な一般財源は前年度比７．２％増の１３，６３１，０８０千円

（ａ）となりました。

一方、経常的に支出しなければならない一般経費は、公債費などが増加した

ことから、前年度比３．３％増の１２，２６０，０９１千円（ｂ）となりまし

た。

この結果、経常収支比率は、８９．９％（ｂ／ａ）となり、前年度から３．

５％改善しました。

（２）起債制限比率

普通会計の公債費の状況を測る指標である起債制限比率は、前年度と同様の

（単位：百万円）



１０．３％となりました。

○ 経常収支比率・起債制限比率の推移
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区分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

経 常 収 支比 率 95.4 95.4 93.0 93.4 89.9

起 債 制 限比 率 12.6 12.0 11.1 10.3 10.3

※起債制限比率は３年間の平均値。

４ 将来の財政負担

市債現在高は、普通建設事業が減り、起債額より元金の償還額が上回ったため

前年度比３３，３７２千円減の２１，５５１，２９６千円となりました。

また、債務保証や将来の財政支出を約束した債務負担行為翌年度以降支出額は、

前年比９２０，９４９千円増の１，５２９，８７９千円となりました。

積立金現在高は、環境衛生センター基金への積立を行ったことなどから、前年

度比２２６，８４２千円増の６，５０９，７９９千円となりました。

（単位：％）



○ 市債・債務負担行為・積立金の推移
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区分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

債 務 負 担 行 為 572 524 506 590 1,530

市 債 22,193 21,765 21,298 21,585 21,551

積 立 金 6,659 6,460 6,457 6,283 6,510

５ 決算の特徴

（１）主な歳入項目

①市税

個人住民税所得割が減少したことなどから、市税総額は、前年度比０．３％

減の９，４８２，９４１千円となりました。

②地方交付税

市税が減少したことなどにより、財源不足を補う機能のある地方交付税は、

前年度比２６．６％増の２，７０６，８３７千円となりました。

（単位：百万円）



③国庫支出金

定額給付金事業補助金や地域活性化・経済危機対策臨時交付金などの国の

経済対策事業がなくなったことから、国庫支出金総額は、前年度比１４．３％

減の３，１２４，９２０千円となりました。

④市債

臨時財政対策債や小中学校の耐震・大規模改修事業等による市債が増えた

ものの、河原保育所建設事業や防災対策事業などによる市債が減少したこと

から、市債総額は、前年度比６．３％減の２，３４０，８００千円となりま

した。

【歳入内訳】

（２）主な歳出項目

◆性質別

①人件費

人事院勧告による基本給や賞与の月数の減少などにより、人件費総額は、

前年度比０．９％減の４，９２１，１４４千円となりました。

②扶助費

こども手当の増などから、扶助費総額は、前年度比２８．６％増の４，６

０２，３７８千円となりました。

市税

9,482,941

42.9%

譲与税等

1,096,087

5.0%

地方交付税

2,706,837

12.2%

国庫支出金

3,124,920

14.1%

府支出金

1,464,512

6.6%

市債

2,340,800

10.6%

その他

1,882,697

8.5%

市税

9,508,633

43.3%

譲与税等

1,101,666

5.0%

地方交付税

2,138,586

9.7%

国庫支出金

3,644,724

16.6%

府支出金

1,099,610

5.0%

市債

2,499,000

11.4%

その他

1,944,541

8.9%

平成２１年度総額

21,936,760 千円

平成２２年度総額

22,098,794 千円

（単位：千円）



③公債費

小学校耐震・大規模改修事業や臨時財政対策債の償還が増えたため、公債

費総額は、前年度比５．８％増の２，６９８，４００千円となりました。

④普通建設事業費

防賀川公園整備事業、松井ケ丘保育園建設事業などが増加したものの、河

原保育所建設事業、地域防災無線デジタル化事業などが大幅に減少したこと

などから、普通建設事業費総額は、前年度比８．１％減の３，０９３，５４

９千円となりました。

【性質別内訳】

平成２２年度総額

21,417,102千円

その他

1,273,186

5.9%
普通建設

事業費

3,093,549

14.4%

繰出金

2,132,140

10.0%

物件費

2,696,305

12.6% 公債費

2,698,400

12.6%

扶助費

4,602,378

21.5%

人件費

4,921,144

23.0%

◆目的別

①総務費

定額給付金の減少などから、総務費総額は、前年度比３０．４％減の２，

１１７，０７２千円となりました。

②民生費

河原保育所建設事業が減少したもののこども手当費が大きく増加したこと

などから、民生費総額は、前年度１２．３％増の７，４９３，３６８千円と

なりました。

（単位：千円）

平成２１年度総額

21,501,956千円

人件費

4,966,719

23.1%

扶助費

3,579,084

16.7%

公債費

2,550,320

11.9%

物件費

2,789,366

13.0%

繰出金

2,069,883

9.6%

普通建設

事業費

3,338,915

15.5%

その他

2,207,669

10.3%



③衛生費

ごみ処理施設改修事業が減少したことなどから、衛生費総額は、前年度比

１８．７％減の１，３３８，４３０千円となりました。

④土木費

都市公園新設事業や街路事業費が増加したことなどから、土木費総額は、

前年度比１１．７％増の２，９４０，１５１千円となりました。

⑤教育費

小学校耐震・大規模改修事業や三山木小学校増改築事業が増加したことな

どから、教育費総額は前年度比３．５％増の３，０３３，６７３千円となり

ました。

【目的別内訳】

※端数処理の関係で、合計が一致しない場合があります。

（単位：千円）

平成２２年度総額

21,417,102千円

議会費

204,509
1.0%

総務費
2,117,072

9.9%

民生費
7,493,368

35.0%

衛生費

1,338,430
6.3%

労働費

98,725

0.5%

農林水費
289,687

1.4%

商工費

100,570
0.5%

土木費

2,940,151
13.7%

消防費
11,02,517

5.2%

教育費
3,033,673

14.2%

公債費
2,698,400

12.6%

平成２１年度総額

21,501,956千円

公債費

2,550,320
13.1%

災害復旧費

28,698
0.2%

教育費
2,931,984

15.1%

消防費

1,295,553
6.7%

土木費
2,631,555

13.6%

商工費
92,068
0.5% 農林水費

339,751
1.8%

労働費
73,751

0.4%

衛生費

1,645,927
8.5%

民生費
6,670,068

34.4%

総務費
3,043,611
15.7%

議会費

198,670
1.0%


